
貸 　 借　  対　  照 　 表
（2020年12月31日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

2,091,834 569,826

1,638,128 384,880

305,890 22,670

6,114 58,315

85,268 27,861

1 3,443

57,430 △ 29,430

△ 1,000 11,696

90,208

619,954 179

96,684 421,582

17,663 48,562

7,788 338,119

71,232 34,900

255,538 991,408

251,713 【純資産の部】

3,825 1,720,381

267,731 100,000

7,448 1,620,381

77,700 25,000

3,344 1,595,381

130,809 2,333,000

52,428 △ 737,618

△ 4,000 1,720,381

2,711,789 2,711,789

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

退 職 給 付 引 当 金工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 債 務

金　　　額

未 払 金

そ の 他

前 受 金

流 動 負 債

買 掛 金

第　５4　期　決　算　公　告

2021年3月29日
東京都中央区八丁堀四丁目６番１号

株式会社HTB-BCDトラベル

取締役社長　大谷　一彦

負 債 合 計
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繰 越 利 益 剰 余 金

建 物
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未 払 費 用
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預 り 金

そ の 他

リ ー ス 債 務

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

別 途 積 立 金

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

流 動 資 産

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア
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計算書類は「会社計算規則」(平成18年２月７日 法務省令第13号)に基づいて作成しております。

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産 移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております)

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (リース資産を除く) 定額法

(2) 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法

(3) リース資産 　 　　 　  　        　  　   

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリー

ス取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　① 退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

　定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異の費用処理方法
　　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間(14～23年)による定額法により、翌事業年

　度から費用処理しております。なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が退職給付債務から未認識数理計

　算上の差異を控除した額を超過するため、前払年金費用として、投資その他の資産に計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

４．消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 表示方法の変更に関する注記

　「税効果会計に係る会計基準」の一部改正

個　別　注　記　表


